
 
岐阜県の人事行政の運営等の状況 

 
 岐阜県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年岐阜県条例第４号）第６条の規定

により、岐阜県の人事行政の運営等の状況について、次のように公表します。 

 

令和８年９月２５日 

 
 

一 人事行政の運営の状況 

 

１ 任用の状況 
(１) 採用の状況 

    令和７年度に「各任命権者において人事委員会へ採用試験実施を依頼した職種」及び「各任命権

者において選考を実施した職種（例：任期付職員、看護師等）」についての採用状況です。（ただ

し、採用者数については、人事交流等により、合格後他の任命権者に配属された者も試験実施依頼

又は選考を実施した任命権者欄に記載しています。）         

                                       （単位：人）   

任命権者 試験・区分名 職種・科目等 受 験 者 数 最終合格者数 採 用 者 数 

知 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修士課程 化学（試験研究） 1 0 0 

生物工学 11 2 2 

大学卒程度 行政Ⅰ※注１       111      56      37 

 行政Ⅱ※注２         436          28          17 

 福祉Ⅰ※注１         6       1       0 

福祉Ⅱ※注２ 29 10           6 

福祉Ⅲ※注８ 25 6 1 

 心理Ⅰ※注１           5           3           3 

心理Ⅱ※注２ 27 6 3 

心理Ⅲ※注８ 28 5 3 

 農学Ⅰ※注１       4       3       2 

農学Ⅱ※注２ 36      13      7 

農学Ⅲ※注８ 35 10 1 

農業土木Ⅰ※注１ 0 0 0 

農業土木Ⅱ※注２ 17 9 8 

農業土木Ⅲ※注８ 7 3 1 

 畜産Ⅰ※注１           0           0           0 

 畜産Ⅱ※注２           5           3           1 

 畜産Ⅲ※注８          11           6           0 

水産Ⅰ※注１ 1 1 1 

 森林科学Ⅰ※注１           1           1           1 

 森林科学Ⅱ※注２          20           9           4 

 森林科学Ⅲ※注８          12           8           2 

 土木Ⅰ※注１           3           3           0 

 土木Ⅱ※注２          42          22          11 

 土木Ⅲ※注８          38          23           1 

 建築Ⅰ※注１、注３           0           0           0 

 建築Ⅱ※注２、注３          12           3           2 

 建築Ⅲ※注３、注８           7           1           0 

電気Ⅰ※注１、注３ 1 0 0 

電気Ⅱ※注２、注３ 4 2 1 
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（単位：人） 
任命権者 試験・区分名 職種・科目等 受 験 者 数 最終合格者数 採 用 者 数 

（知 事） （大学卒程度） 電気Ⅲ※注３、注８ 8 5 0 

機械Ⅱ※注２ 3 1 1 

機械Ⅲ※注３、注８ 2 0 0 

化学Ⅰ（水道）※注１          1 1           0 

資格免許職 薬剤師Ⅰ※注１  2 2  2 

薬剤師Ⅱ※注２ 11 5 4 

薬剤師Ⅲ※注８ 7 2 0 

臨床検査技師ＡⅡ※注２ 6 1 1 

臨床検査技師ＡⅢ※注８ 4 1 1 

管理栄養士Ⅰ※注１ 5 3 3 

保健師Ⅰ※注１ 0 0 0 

保健師Ⅱ※注２ 24 8 5 

精神保健福祉士Ⅰ※注１ 2 2 1 

司書 39 1 1 

短大・高校卒程度 事務Ａ※注４ 27 15 12 

事務Ｂ（東濃）※注５ 3 1 1 

事務Ｂ（飛騨）※注５ 1 0 0 

農業 6 4 3 

農業土木 6 5 3 

畜産  0 0 0 

林業 5 2 1 

土木Ａ※注４ 9 8 7 

障がい者対象※注３ 行政 5 1 1 

事務 0 0 0 

採用選考 ヘリコプター整備士   1 0 0 

保育士  0 0 0 

職業訓練指導員  0 0 0 

試験研究機関研究員  18 7 4 

医師（公衆衛生） 4 4 4 

助産師  1 1 0 

 看護師 7 6 6 

獣医師 0 0 0 

獣医師（SPI方式） 11 10 5 

作業療法士 1 1 1 

情報科学芸術大学院大学教員  3 3 3 

技能労務職（自動車運転士）   3 3 3 

技能労務職（農業技手）  2 1 1 

社会人経験者 事務一般 246 25 20 

情報 7 1 1 

学芸員  9 1 1 

史学  0 0 0 

助産師  0 0 0 

看護師  2 1 1 

獣医師  1 0 0 

薬剤師  2 2 2 

保健師 1 1 1 
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（単位：人） 
任命権者 試験・区分名 職種・科目等 受 験 者 数 最終合格者数 採 用 者 数 

(知 事) （社会人経験者） 管理栄養士  7 2 2 

福祉 6 2  2 

心理          4 2           2 

試験研究機関研究員  4 0 0 

 化学（試験研究）           4 2 2 

 職業訓練指導員        8 2 2 

農学        5 3 2 

森林科学           3 1 1 

土木 6 3 2 

一般任期付職員 障がい者職業能力開発校 訓練部次長          1 1           1 

美術館 副館長兼学芸部長       0 0           0 

任期付職員 史学 1 1           1 

機械 0 0 0 

任期付短時間勤務職員 事務 12 8           7 

育休任期付職員 事務      11      8      8 

保健師       0      0      0 

保育士      1      1 1 

 心理 0 0 0 

 司書 1 1 1 

 農学 0  0  0 

獣医師 1 1           1 

畜産           0  0 0 

森林科学 0 0 0 

建築      0 0 0 

農政部長 一般任期付職員 国際園芸アカデミー学長      1 1 1 

任期付職員 国際園芸アカデミー教員 1 1 1 

教育委員会 教員採用選考 小学校 458 243 268 

中学校 427 152 144 

高等学校 445 104 92 

特別支援学校 132 62 60 

養護教諭 166 12 11 

栄養教諭 25 1 1 

実習助手 48 13 12 

市町村立小中学校

事務職員 

大学卒程度 10 6 4 

短大・高校卒程度 12 3 3 

社会人経験者 62 3 2 

障がい者対象 2 0 0 

警察本部長 警察官 警察官ＡⅡ(男性)※注６ 116 51 33 

警察官ＡⅡ(女性)※注６ 32 20 16 

警察官ＡⅡ(情報技術)※注６ 2 0 0 

警察官Ｂ(男性)※注７ 116 42 36 

警察官Ｂ(女性)※注７ 60 24 18 

警察官Ｂ(情報技術)※注７ 3 1 1 

大学卒程度 警察行政 35       14 10 

建築Ⅰ※注１、注３ 0 0 0 
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（単位：人） 
任命権者 試験・区分名 職種・科目等 受 験 者 数 最終合格者数 採 用 者 数 

(警察本部長) （大学卒程度） 建築Ⅱ※注２、注３ 12 3 0 

建築Ⅲ※注３、注８ 7 1 0 

電気Ⅰ※注１※注３ 1 0 0 

電気Ⅱ※注２、注３ 4 2 1 

電気Ⅲ※注３、注８ 8 5 0 

機械Ⅰ※注１※注３ 0 0 0 

機械Ⅲ※注３、注８ 2 0 0 

短大・高卒程度 警察事務 42 16 10 

警察電気 1 1 0 

採用選考 柔道及び剣道の実科指導に従事する職  2 2 2 

サイバー犯罪捜査官  1 0 0 

ヘリコプター整備士  1 1 1 

障がい者対象※注３ 行政 5 1 0 

事務 0 0 0 

 

（注１） (職種名)Ⅰ→１次試験で教養・専門試験を行う試験 

（注２） (職種名)Ⅱ→１次試験でＳＰＩ３を行う試験 

（注３） 大学卒程度試験（建築・電気、機械に限る。）及び障がい者対象試験は、知事部局と警

察本部が同時に試験を実施 

（注４） 事務Ａ・土木Ａ→岐阜県全域での勤務を希望する者を対象とした試験 

（注５） 事務Ｂ→地域限定での勤務を希望する者を対象とした試験 

（注６） 警察官ＡⅡ→大学を卒業した者（見込みを含む。）を対象とした試験 

（注７） 警察官Ｂ→上記警察官Ａの学歴以外の者を対象とした試験 

（注８） 大学３年生以上を対象とした試験 

-4-



(２)　昇任の状況
令和８年４月１日付け（令和７年度途中を含む。）で昇任した職員数です。
各任命権者の機関別に集計しています。

区分（注）
知事
部局

教育
委員会

警察
本部

議会
事務局

監査委員
事務局

選挙管理
委員会
事務局

人事
委員会
事務局

国際園芸
ｱｶﾃﾞﾐｰ

森林文化
ｱｶﾃﾞﾐｰ

部長級への昇任 9

次長級への昇任 18 2 1 1

課長級への昇任 86 6 3 1

課長補佐級への昇任 121 28 8 1

主査級への昇任 119 19 11 2 1 1 2

主任級への昇任 97 36 9 1

職長等への昇任

警視への昇任 15

警部への昇任 14

警部補への昇任 29

巡査部長への昇任 38

学長への昇任

教授等への昇任

准教授への昇任 1

講師への昇任

校長への昇任 81

教頭への昇任 135

（注）区分については、以下のとおりです。

　　　また、特に断り書きのない場合、以降の表記においても同様とします。

　国際園芸アカデミー：教育委員会の事務委任を受けた農政部長を任命権者とする県立の専修学校

　森林文化アカデミー：教育委員会の事務委任を受けた林政部長を任命権者とする県立の専修学校

行
政
職
等

公
安
職

教
育
職

（単位：人）
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 (３) 職員数の状況 

  任命権者の機関別の職員数の状況と主な増減理由です。 

  

区分 

  

職員数(注) 

主な増減理由 
令和８年

４月１日 

令和７年

４月１日 増減数 

人 人  

知事部局 4,693 4,678 15 児童相談所体制強化等による増員 

議会事務局 30 28 2 育休取得等による増員 

選挙管理委員会事務局 4 4 0  

教育委員会 15,530 15,523 7 欠員補充等による増員 

監査委員事務局 22 21 1 欠員補充による増員 

警察本部 4,033 4,015 18 欠員補充による増員 

人事委員会事務局 13 12 1 業務量増加に伴う増員 

国際園芸アカデミー 18 20 ▲2 過員解消による減員  

森林文化アカデミー 43 43 0  

合計 24,386 24,344 42  

  （注） 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員

などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 
    

-6-



 

２ 人事評価の状況 

知事部局においては、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するため、

職員の人事評価を実施しています。 

職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握すること

で、職員の主体的な職務の遂行及びより高い能力を持った公務員の育成を目指しています。 

また、人事評価の項目、基準、実施方法等をあらかじめ明示し、職員自らの業務目標

設定・自己評価、評価者との面談等をはじめ、本人へ評価結果を開示することにより、客

観性・透明性を確保する評価制度として運用しています。 

なお、教育委員会及び公安委員会等においてもそれぞれ実施要綱を制定し、知事部局と

同様の人事評価を実施しています。 

 

 

人事評価制度の概要 

 
人事評価 

業績評価 能力評価 

評価期間 

（基準日） 

    4/1～9/30（9/30） 

    10/1～3/31（1/31） 
     10/1～9/30（9/30） 

手法 絶対評価 

観点 

業務目標の達成状況を含む職

務全般における遂行状況を評

価 

職務遂行を通じて発揮され

た能力等を評価 

評価基準 あらかじめ明示 

結果 開示 

面談（伝達） 期首面談、評価面談（年２回）、結果開示伝達（年２回） 

苦情対応 苦情相談、苦情処理 
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３ 給与の状況 

（１） 総括 

① 人件費の状況（普通会計決算見込） 

令和７年度普通会計決算見込額における県の歳出額やそれに占める人件費の割合は、次のとおりです。 

なお、この人件費には、一般行政部門の職員、小・中・高校の教員、警察官等の給料、諸手当、退職手当な

どの他、知事、議員等の特別職の給料・報酬などを含んでいます。 

 

区分 

 

 

住民基本台帳人口※ 

(令和8年1月1日現在) 

歳 出 額 

Ａ 

 

実質収支 

 

 

人 件 費 

Ｂ 

 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

 

(参考) 

６年度 

人件費率 

7年度 

 

 

人 

1,935,253 

 

千円 

907,758,771 

千円 

5,445,815 

 

千円 

235,905,273 

％ 

26.0 

 

％ 

27.0 

 

   ※平成24年度から外国人住民を含む。 

 

② 職員給与費の状況（普通会計予算） 

令和８年度普通会計当初予算に計上された給与費の内訳と職員数は、次のとおりです。なお、職員手当には、

退職手当は含まれていません。 

 

区分 

 

 

職員数 

Ａ 

 

給  与  費 一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 

 

給 料 

 

職員手当 

 

期末･勤勉手当 

 

計 

Ｂ 

８年度 

 

 

人 

26,451 

千円 

114,125,159 

千円 

18,415,151 

千円 

48,327,991 

千円 

180,868,301 

千円 

6,838 

 

（２） 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和８年４月1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
362,159円

387,832円

389,860円

285,184円

345,284円

114,083円

36,741円

44,872円

38,171円

74,226円

警 察 職

小・中学校

教育職

高等(専修)

学校教育職

技能労務職

一般行政職

給料 職員手当

419,510円 42.8歳 

434,732円 42.7歳 

323,355円 48.3歳 

424.573円 41.5歳 

476,242円 38.9歳 
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② 職員の初任給の状況（令和８年４月１日現在） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

区    分
 

岐 阜 県 国 

初任給 初任給 

一般行政職 

 

大学卒 241,200円 232,000円 

高校卒 209,500円 200,300円 

技能労務職 高校卒 207,800円 － 

高 等 学 校 教 育 職 大学卒 269,400円 － 

小・中学校教育職 大学卒 269,400円 － 

警 察 職 

 

大学卒 272,500円 269,200円 

高校卒 243,200円 230,400円 

 

③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和８年４月１日現在） 

区   分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 

 

大学卒 306,389円 364,278円 395,672円 409,894円 

高校卒 270,191円 318,855円 351,200円 387,075円 

技能労務職 

 

高校卒     （ 9年） 

247,700円 

    （21年） 

277,033円 

    （27年） 

313,800円 

    （29年） 

268,300円 

高等学校 

教 育 職 

大学卒 359,503円 425,901円 448,053円 462,269円 

高校卒 

300,615円 333,585円 

    （27年） 

351,120円 

    （31年） 

383,722円 

小・中学校 

教  育  職 

大学卒 363,214円 421,573円 442,370円 453,816円 

高校卒      － 円      － 円      － 円      － 円 

警 察 職 

 

大学卒 322,648円 401,313円 423,214円 440,071円 

高校卒 306,693円 370,721円 402,748円 433,657円 

  （注） 表頭の経験年数に該当する職員が１人以下の場合は、未掲載又は近似の階層の職員の平均給料月額を

記載しています。（ ）内の数字が経験年数です。 
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（３）　級別職員数等の状況

① 普通会計職員の級別職員数の状況（令和８年４月１日現在）

行政職給料表

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  主事又は技師の職 999 17.1% 主事 765 1,412 24.2%

 務 技師 234 (29) 

計 999

２級  高度の知識経験を 413 7.1% 主事 319

 必要とする業務を (29) 技師 64

 行う主事又は技師 主任 1

 の職務 主任（再任用） 23

主任技師（再任用） 6

計 413

３級  主査若しくは技術 2,070 35.5% 主任 746 2,070 35.5%

 主査又は主任若し (46) 主任技師 214 (46) 

 くは主任技師の職 主査 682

 務 技術主査 250

主査（再任用） 31

技術主査（再任用） 14

係長心得 8

国際たくみアカデミー課長心得 1

木工芸術スクール課長心得 1

指導主事 22

管理主事 3

教育主任 3

係長（警察） 94

係長（警察）（再任用） 1

計 2,070

４級  課長補佐若しくは 693 11.9% 係長 482 1,538 26.4%

 技術課長補佐又は (95) 課長補佐 98 (95) 

 係長の職務 技術課長補佐 1

課長補佐（再任用） 77

技術課長補佐（再任用） 17

主査 3

子ども相談センター課長 1

 
係
長
級

 
課
長
補
佐
級

　岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例に基づく給料表の区分による職員数

です。各給料表の職員数には任期付職員（地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

第３条第２項及び第４条、第５条並びに地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項第１号

に規定する職員）を含みます。合計欄、内訳欄及び職制上の段階欄の括弧書きの数字は、再任用職

員の人数です。

 
係
員
級

　なお、各欄の％と合計の％は、端数処理（四捨五入）の関係で一致しないことがあります。

合計 内訳 職制上の段階
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国際たくみアカデミー科長 1

国際たくみアカデミー課長 1

発達障害者支援センター課長 1

障がい者職業能力開発校科長 2

病害虫防除所飛騨支所長 1

国際園芸アカデミー課長 1

師範(再任用） 1

警察署課長 6

計 693

５級  困難な業務を行う 845 14.5% 課長補佐 551

 課長補佐又は技術 技術課長補佐 196

 課長補佐の職務 担当主幹 1

副検査監 2

県税事務所自動車税出張所長 1

消防学校教頭 1

子ども相談センター課長（総 4

務課長、連携支援課長、家庭

支援第一課長、保護課長並び

に西濃子ども相談センター及

び飛騨子ども相談センターの

家庭支援課長を除く。）

子ども相談センター課長心得 1

わかあゆ学園課長（総務課長を 1

除く。）

農業大学校課長（園芸指導課 1

長及び畜産指導課長を除く。）

犀川管理事務所長 1

長良川上流河川開発工事事務所 1

課長

事務長 43

事務長補佐 22

次席 1

警察航空隊副隊長 1

警察学校校長補佐 1

センター長補佐 1

師範 1

警察署課長 14

 計 845

６級  本庁の課長の職務 663 11.4% 課長 89 727 12.5%

(2) 管理監 6 (3) 

主幹 6

担当主幹 11

総務事務センター長 1

岐阜地域産業労働室長 1

室長 20

 
課
長
級
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管理調整監 57

総括秘書監 1

広報企画監 1

改革推進監 1

人事管理対策監 1

人材活用対策監 1

職員健康管理監 1

財政企画監 1

文書管理監 1

審理監 1

財産活用企画監 1

設備管理監 2

認定審査監 1

システム活用推進監 1

戦略推進監 1

政策企画監 1

デジタル政策調整監 1

防災情報管理監 1

地域防災支援監 1

防災対策監 1

防災航空センター長 1

防災航空センター管理監 1

救急支援監 1

エネルギー企画監 1

生物多様性企画監 1

資源循環推進監 1

不法投棄監視監 1

環境安全推進企画監 1

環境対策推進企画監 1

生涯学習企画監 1

医療構想推進監 1

医療対策監 1

国保制度対策監 1

医療人材対策監 1

看護対策監 1

健康推進監 1

感染症対策監 1

住宅宿泊事業対策監 1

福祉人材対策監 1

高齢者生きがいづくり推進監 1

介護事業者指導監 1

社会参加推進企画監 1

事業所指導監 1

こども政策調整監 1

子育て支援企画監 1
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岐阜県子育て人材支援センター 1

長

児童虐待対策監 1

私学振興監 1

男女共同参画・女性の活躍支援 1

センター長

障がい者就労推進監 1

人材確保対策監 1

中小企業総合人材確保センター 1

長(再任用）

誘致企画監 1

産業支援企画監 1

地場産業対策監 1

販路戦略企画監 1

国際連携推進監 1

観光誘客企画監 1

芸術文化企画監 1

文化施設企画監 1

スポーツ施設企画監 1

スポーツ誘致推進監 1

冬季国スポ推進監 1

技術総括監 4

農業研究企画監 1

検査監 5

競馬監督監 1

地消地産推進監 1

担い手対策監 1

技術指導監 2

農業環境・花き対策監 1

米総合対策監 1

畜産指導監 1

水産振興企画監 1

山地災害対策監 1

建設技術企画監 1

建設業企画監 1

幹線道路企画監 1

道路管理企画監 1

技術管理監 1

土砂災害対策監 1

まちづくり企画監 1

流域下水道経営企画監 1

宅地建物取引業対策監 1

建築企画監 1

入札執行管理監 1
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ぎふ建築担い手育成支援センタ 1

ー長

住宅活用推進監 1

交通企画監 1

都市公園企画監 1

会計システム企画監 1

出納審査監 1

地域出納審査監 1

県事務所副所長 7

県事務所課長 22

職員研修所課長 1

歴史資料館長 1

県税事務所長（岐阜県税事務所 2

、西濃県税事務所及び東濃県税

事務所の所長を除く。）

県税事務所副所長 1

県税事務所課長 12

県税事務所連携調整監 1

自動車税事務所課長 1

東京事務所課長 1

消防学校長 1

岐阜地域環境事務所長 1

県民生活相談センター所長 1

保健所副所長 7

岐阜地域福祉事務所長 1

岐阜地域福祉事務所課長 2

保健環境研究所課長 1

衛生専門学校副校長 1

看護専門学校副校長 2

希望が丘こども医療福祉センタ 1

ー課長

希望が丘こども医療福祉センタ 1

ー室長

精神保健福祉センター副所長 1

精神保健福祉センター課長 1

食肉衛生検査所課長（中央食肉 1

衛生検査所の課長に限る。）

身体障害者更生相談所長 1

知的障害者更生相談所長 1

子ども相談センター所長（中央 4

子ども相談センターの所長を除

く。）

子ども相談センター副所長 1

-14-



子ども相談センター課長（総務 9

課長、連携支援課長、家庭支援

第一課長、保護課長並びに西濃

子ども相談センター及び飛騨子

ども相談センターの家庭支援課

長に限る。）

わかあゆ学園長 1

わかあゆ学園課長（総務課長に 1

限る。）

女性相談支援センター所長 1

女性相談支援センター課長 1

計量検定所長 1

国際たくみアカデミー校長 1

国際たくみアカデミー副校長 1

国際たくみアカデミー部長 2

障がい者総合就労支援センター 1

所長

障がい者総合就労支援センター 1

副所長（再任用）

障がい者総合就労支援センター 1

部長

障がい者職業能力開発校部長 1

情報科学芸術大学院大学課長 2

産業技術総合センター課長 1

岐阜関ケ原古戦場記念館課長 2

美術館課長 2

現代陶芸美術館部長 1

図書館副館長（総務課長を兼ね 1

るものを除く。）

図書館課長 2

博物館部長 1

高山陣屋管理事務所長 1

文化財保護センター所長 1

文化財保護センター課長 2

農林事務所長（岐阜農林事務所 5

、西濃農林事務所、可茂農林事

務所、恵那農林事務所及び飛驒

農林事務所の所長を除く。）

農林事務所副所長 13

農林事務所課長 46

畜産研究所課長 1

農業大学校副校長 1

農業大学校課長（園芸指導課長 2

及び畜産指導課長に限る。）

病害虫防除所長 1
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家畜保健衛生所副所長 1

家畜保健衛生所保健衛生課長（ 2

中央家畜保健衛生所及び飛騨家

畜保健衛生所の保健衛生課長に

限る。）

ぎふ木遊館課長 1

土木事務所長（岐阜土木事務所 4

、大垣土木事務所、可茂土木事

務所、多治見土木事務所及び高

山土木事務所の所長を除く。）

土木事務所副所長 17

土木事務所課長 46

土木事務所道路調整監 11

岐阜駅周辺鉄道高架工事事務所 1

長

岐阜駅周辺鉄道高架工事事務所 1

副所長

流域浄水事務所長 1

流域浄水事務所総務課長 1

建築事務所長 4

建築事務所課長 1

リニア推進事務所課長 1

教育主管 5

総合教育センター長心得 1

教育人事管理監 1

研修企画監 1

生徒指導企画監 2

管理指導監 1

地域管理監 1

教育施設整備監 1

教育事務所長 3

教育事務所課長 11

事務部長 40

国際園芸アカデミー副学長 1

国際園芸アカデミー課長（総務 1

課長に限る。）

森林文化アカデミー事務局長 1

森林文化アカデミー森林総合教 1

育センター長

森林文化アカデミー課長 3

森林文化アカデミー森林技術開 1

発・支援センター長

監査企画監 1

調査官 2

管理監（警察本部） 14
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警察署管理監 2

計 663

７級  困難な業務を行う 64 1.1% 課長 47

 本庁の課長の職務 (1) 自動車税事務所長 1

木工芸術スクール校長 1

旅券センター所長 1

旅券センター副所長（再任用） 1

農林事務所長 2

土木事務所長 3

リニア推進事務所長 1

教育次長 1

教育主管 2

教育事務所長 3

監査室長 1

計 64

８級  本庁の次長の職務 64 1.1% 次長 30 64 1.1%

副局長 2

出納事務局長 1

土木技監 1

県事務所長（西濃県事務所及び 5

可茂県事務所の所長を除く。）

職員研修所長 1

県税事務所長（岐阜県税事務所 3

、西濃県税事務所及び東濃県税

事務所の所長に限る。）

東京事務所長 1

希望が丘こども医療福祉センタ 1

ー副所長

子ども相談センター所長（中央 1

子ども相談センターの所長に限

る。）

情報科学芸術大学院大学事務局 1

長

岐阜関ケ原古戦場記念館副館長 1

美術館副館長（総務部長を兼ね 1

るものに限る。）

現代陶芸美術館副館長 1

図書館副館長（総務課長を兼ね 1

るものに限る。）

博物館副館長 1

農林事務所長（岐阜農林事務所 3

、西濃農林事務所、可茂農林事

務所、恵那農林事務所及び飛騨

農林事務所の所長に限る。）

農業大学校長 1

 
次
長
級
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ぎふ木遊館長 1

土木事務所長（大垣土木事務所 3

、可茂土木事務所、多治見土木

事務所及び高山土木事務所の所

長に限る。）

義務教育総括監 1

森林文化アカデミー副学長 1

人事委員会事務局長 1

労働委員会事務局長 1

計 64

９級  本庁の部長の職務 25 0.4% 理事 1 25 0.4%

部長 12

会計管理者 1

知事公室長 1

局長 2

県事務所長（西濃県事務所及び 2

可茂県事務所の所長に限る。）

図書館長 1

博物館長 1

土木事務所長（岐阜土木事務所 1

の所長に限る。）

議会事務局長 1

副教育長 1

監査委員事務局長 1

計 25

 合計 5,836 100%

(173) (3.0%)

 
部
長
級
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公安職給料表

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  巡査の職務 404 11.1% 巡査 404 959 26.4%

計 404

２級  １　巡査長たる巡 555 15.3% 巡査 555

 　査の職務

 ２　高度の知識経

　 験を必要とする

 　業務を行う巡査

 　の職務

計 555

３級  １　警察本部の主 913 25.1% 主任 211 1,985 54.6%

 　任の職務 (10) 主任(再任用） 5 (50) 

 ２　専門的な知識 巡査 341

 　経験を必要とす 警察署主任 351

 　る業務を行う巡 警察署主任(再任用） 5

 　査長たる巡査の

 　職務

計 913

４級  １　警察本部の係 1,072 29.5% 係長 280

 　長の職務 (40) 係長(再任用） 18

 ２　困難な業務を 主任 93

 　行う警察本部の 警察署主任 409

 　主任の職務 警察署主任（再任用） 1

警察署係長 250

警察署係長(再任用） 21

計 1,072

５級  １　警察本部の課 449 12.4% 課長補佐 55 578 15.9%

 　長補佐の職務 係長 68

 ２　困難な業務を 中隊長 1

 　行う警察本部の センター長補佐 3

 　係長の職務 検視官 4

警察学校校長補佐 2

警察署課長 75

警察署警部交番所長 2

警察署係長 239

計 449

６級  困難な業務を行う 129 3.5% 課長補佐 31

 警察本部の課長補 次席 21

 佐の職務 副隊長 2

機動捜査隊副隊長 1

科学捜査研究所副所長 1

合計 内訳 職制上の段階

 
係
員
級

 
係
長
級

 
課
長
補
佐
級
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取調べ監督指導官 1

相談指導官 1

高速道路交通警察隊分駐隊長 2

通信司令官 3

検視官 1

警察学校校長補佐 1

警察署次長 9

総務監察指導官 8

警察署課長 47

計 129

７級  警察本部の課長の 86 2.4% 課長 21 86 2.4%

 職務 上席監察官 1

隊長 2

警察航空隊長 1

機動警察センター副センター長 1

管理官 6

監察官 2

総括情報管理官 1

調査官 14

秘書官 1

公安委員会事務室長 1

広報官 1

デジタル企画官 1

人事企画官 1

総合企画官 1

人材育成企画官 1

首席検視官 1

刑事指導室長 1

自動車運転免許試験場長 1

交通捜査室長 1

交通捜査対策官 1

災害対策室長 1

警衛警護室長 1

警察学校副校長 1

警察署長 9

警察署副署長 12

中津川警察署次長 1

計 86

８級  １　警察本部の部 14 0.4% 課長 2 14 0.4%

 　長の職務 参事官 4

 ２　困難な業務を 警察署長 8

 　行う警察本部の

 　課長の職務

計 14

 
課
長
級

 
次
長
級
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９級  困難な業務を行う 12 0.3% 部長 1 12 0.3%

 警察本部の部長の 総務室長 1

 職務 組織犯罪対策統括官 1

参事官 5

警察学校長 1

警察署長 3

計 12

 合計 3,634 100%

(50) (1.4%)

 
部
長
級
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教育職給料表(一)

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  大学の教務職員の 0 0.0% 0 0.0%

 職務

計 0

２級  大学の助教又は助 0 0.0% 0 0.0%

 手の職務

計 0

３級  大学の講師の職務 2 10.5% 講師 2 2 10.5%

計 2

４級  大学の准教授の職 7 36.8% 准教授 7 7 36.8%

 務

計 7

５級  大学の教授の職務 9 47.4% 教授 6 9 47.4%

研究科長 1

図書館長 1

産業文化研究センター長 1

計 9

６級  大学の学長の職務 1 5.3% 学長 1 1 5.3%

計 1

 合計 19 100%

(0) (0.0%)

教育職給料表(二)

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  １　高等学校の講 1,000 18.8% 講師 642 1,000 18.8%

 　師､ 助教諭､ 養 (5) 養護助教諭 31 (5) 

 　護助教諭又は実 実習助手 291

 　習助手の職務 実習助手（再任用） 2

 ２　特別支援学校 寄宿舎指導員 30

 　の講師､ 助教諭 寄宿舎指導員（再任用） 3

 　､ 養護助教諭､ 栄養教諭 1

 　実習助手又は寄

 　宿舎指導員の職

 　務

計 1,000

合計 内訳 職制上の段階

係
員
級

係
長
級

課
長
補
佐
級

課
長
級

 
次
長
級

部
長
級

合計 内訳 職制上の段階

 
係
員
級
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２級  高等学校又は特別 4,090 77.0% 教諭 3,616 4,090 77.0%

 支援学校の教諭､ (262) 教諭(再任用） 251 (262) 

 養護教諭､ 栄養教 養護教諭 105

 諭又は高度の知識 養護教諭（再任用） 4

 経験を必要とする 実習助手 26

 業務を行う実習助 実習助手（再任用） 7

 手の職務 寄宿舎指導員 2

栄養教諭 17

部主事 60

講師 2

計 4,090

特２級  高等学校又は特別 0 0.0% 0 0.0%

 支援学校の主幹教

 諭又は指導教諭の

 職務

計 0

３級  高等学校又は特別 135 2.5% 副校長 13 135 2.5%

 支援学校の副校長 教頭 122

 又は教頭の職務

計 135

４級  高等学校又は特別 86 1.6% 校長 86 86 1.6%

 支援学校の校長の

 職務

計 86

 合計 5,311 100%

(267) (5.0%)

教育職給料表(三)

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  中学校、小学校又 1,380 12.3% 講師 1,251 1,380 12.3%

 は義務教育学校の 養護助教諭 129

 講師､ 助教諭又は

 養護助教諭の職務

計 1,380

２級  中学校、小学校又 8,640 77.2% 講師 2 8,640 77.2%

 は義務教育学校の (145) 教諭 7,937 (145) 

 教諭､ 養護教諭又 教諭(再任用） 132

 は栄養教諭の職務 養護教諭 448

養護教諭(再任用） 10

栄養教諭 108

栄養教諭（再任用） 3

計 8,640

 
係
長
級

 
課
長
補
佐
級

 
課
長
級

 
次
長
級

合計 内訳 職制上の段階

 
係
員
級

 
係
長
級
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特２級  中学校、小学校又 76 0.7% 指導教諭 21 76 0.7%

 は義務教育学校の 主幹教諭 55

 主幹教諭又は指導

 教諭の職務

計 76

３級  中学校、小学校又 604 5.4% 副校長 8 604 5.4%

 は義務教育学校の 教頭 596

 副校長又は教頭の

 職務

計 604

４級  中学校、小学校又 495 4.4% 校長 492 495 4.4%

 は義務教育学校の (3) 校長(再任用） 3 (3) 

 校長の職務

計 495

 合計 11,195 100%

(148) (1.3%)

教育職給料表(四)

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  専修学校の助教又 1 3.8% 助教 1 1 3.8%

 は助手の職務

計 1

２級  専修学校の講師の 4 15.4% 講師 4 4 15.4%

 職務

計 4

３級  専修学校の准教授 14 53.8% 准教授 13 14 53.8%

 の職務 (1) 准教授（再任用） 1 (1) 

計 14

４級  専修学校の教授の 7 26.9% 教授 7 7 26.9%

 職務

計 7

５級  専修学校の校長の 0 0.0% 0 0.0%

 職務

計 0

 合計 26 100%

(1) (3.8%)

 
課
長
補
佐
級

 
 
課
長
級

 
次
長
級

合計 内訳 職制上の段階

係
員
級

係
長
級

課
長
補
佐
級

課
長
級

次
長
級
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研究職給料表

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  補助的研究を行う 3 1.3% 研究員 3 3 1.3%

 研究員の職務

計 3

２級  １　専門研究員又 117 49.0% 専門研究員 44 117 49.0%

 　は主任研究員の (1) 主任研究員 33 (1) 

 　職務 主任研究員（再任用） 1

 ２　知識経験を必 研究員 39

 　要とする業務を

 　行う研究員の職

 　務

計 117

３級  主任専門研究員の 87 36.4% 主任専門研究員 52 87 36.4%

 職務 (5) 主任専門研究員(再任用） 5 (5) 

部長 19

専門研究員 10

研究官 1

計 87

４級  １　試験研究機関 29 12.1% 所長 9 29 12.1%

 　の長の職務 部長研究員 15

 ２　部長研究員の 部門長 2

 　職務 飛騨牛銘柄推進監 1

食品安全検査センター長 1

管理監 1

計 29

５級  困難な業務を行う 3 1.3% 所長 1 3 1.3%

 試験研究機関の長 副所長 1

 の職務 参事官 1

計 3

 合計 239 100%

(6) (2.5%)

合計 内訳 職制上の段階

係
員
級

 
係
長
級

 
課
長
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級

 
課
長
級

次
長
級
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医療職給料表（一）

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  医療業務を行う技 17 43.6% 技師 17 17 43.6%

 師の職務

計 17

２級  医療業務を行う医 7 17.9% 技術主査 7 7 17.9%

 長又は技術主査の

 職務

計 7

３級  １　医療機関の長 5 12.8% 課長 1 5 12.8%

 　の職務 主任医長 2

 ２　医療業務を行 管理監 1

 　う主任医長の職 希望が丘こども医療福祉センタ 1

 　務 ー児童精神科部長

計 5

４級  １　困難な統括業 10 25.6% 所長 7 10 25.6%

 　務を行う医療機 管理監 1

 　関の長の職務 希望が丘こども医療福祉センタ 1

 ２　特に高度の知 ー整形外科部長

 　識経験に基づき 希望が丘こども医療福祉センタ 1

 　困難な医療業務 ー小児科部長

 　を行う主任医長

 　の職務

計 10

 合計 39 100%

(0) (0.0%)

医療職給料表(二)

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  技師の職務 41 17.6% 技師 41 79 33.9%

計 41

２級  相当高度の知識経 38 16.3% 技師 38

 験を必要とする業

 務を行う技師の職

 務

計 38

３級  主任技師の職務 33 14.2% 主任技師 32 83 35.7%

主任（警察） 1 (1) 

計 33

合計 内訳 職制上の段階

係
員
級

係
長
・
補
佐
級

 
課
長
級

 
次
長
級
・
課
長
級

合計 内訳 職制上の段階

 
係
員
級

 
係
長
級
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４級  技術主査の職務 50 21.5% 技術主査 47

(1) 技術主査（再任用） 1

係長心得 2

計 50

５級  技術課長補佐又は 46 19.7% 技術課長補佐 11 46 19.7%

 係長の職務 (5) 技術課長補佐(再任用） 5 (5) 

係長 27

食肉衛生検査所課長 3

計 46

６級  現地機関の長又は 21 9.0% 所長 7 21 9.0%

 課長の職務 担当主幹 1

保健所課長 7

希望が丘こども医療福祉センタ 1

ー課長

食肉衛生検査所食肉検査監 1

家畜保健衛生所病性鑑定監 1

家畜保健衛生所連携推進監 1

家畜保健衛生所課長 2

計 21

７級  困難な業務を行う 4 1.7% 所長 4 4 1.7%

 現地機関の長の職

 務

計 4

 合計 233 100%

(6) (2.6%)

医療職給料表(三)

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  技師の職務 0 0.0% 68 37.4%

(2) 

計 0

２級  相当高度の知識経 68 37.4% 技師 66

 験を必要とする業 (2) 主任技師（再任用） 1

 務を行う技師の職 技師（再任用） 1

 務

計 68

３級  主任技師の職務 41 22.5% 主任技師 41 75 41.2%

計 41

４級  技術主査の職務 34 18.7% 技術主査 30

係長心得 1

係長（警察） 3

計 34

 
課
長
補
佐
級

 
課
長
級

次
長
級
・
課
長
級

合計 内訳 職制上の段階

 
係
員
級

 
係
長
級
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５級  技術課長補佐又は 25 13.7% 技術課長補佐 8 25 13.7%

 係長の職務 (8) 技術課長補佐（再任用） 8 (8) 

係長 9

計 25

６級  現地機関の長又は 14 7.7% 校長 3 14 7.7%

 課長の職務 担当主幹 3

保健所課長 6

衛生専門学校副校長 1

希望が丘こども医療福祉センタ 1

ー看護部長

計 14

７級  困難な業務を行う 0 0.0% 0 0.0%

 現地機関の長の職

 務

計 0

 合計 182 100%

(10) (5.5%)

課
長
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佐
級
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次
長
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技能労務職給料表

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  定型的な業務を行 30 27.3% 技能職 30 59 53.7%

 う職務 (12) 

計 30

２級  １　技術員の職務 29 26.4% 技術員 2

 ２　高度の技能又 (12) 技能職 15

 　は経験を必要と 技能職（再任用） 7

 　する業務を行う 労務職（再任用） 5

 　職務

計 29

３級  １　副車庫長、技 27 24.5% 技師 1 51 46.3%

 　師又は相当高度 職長 3

 　の技能若しくは 主任 1

 　経験を必要とす 主任技能職 16

 　る技術員の職務 主任労務職 6

 ２　職長（調理師

 　長、農業班長及

 　び土木班長をい

 　う。以下同じ。

 　）又は主任の職

 　務

計 27

４級  １　困難な業務を 24 21.8% 技師 8

 　行う副車庫長又 職長 4

 　は高度の技能若 主任技能職 6

 　しくは経験を必 主任労務職 1

 　要とする技師の 主任 5

 　職務

 ２　困難な業務を

 　行う職長又は特

 　に困難な業務を

 　行う主任の職務

計 24

５級  １　車庫長の職務 0 0.0% 0 0.0%

 ２　極めて困難な

 　業務を行う職長

 　又は主任の職務

計 0

 合計 110 100%

(12) (10.9%)

合計 内訳 職制上の段階

 
係
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係
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特定任期付職員

号給 基準となる職務

職員数 構成比 職　　　名 職員数

（人） （％） （人）

１号給  高度の専門的な知識経験を有する者がその 0 0.0%

 知識経験を活用して従事する職務

計 0

２号給  高度の専門的な知識経験を有する者がその 0 0.0%

 知識経験を活用して従事する困難な職務

計 0

３号給  高度の専門的な知識経験を有する者がその 1 33.3% 航空管理監 1

 知識経験を活用して従事する特に困難な職

 務

計 1

４号給  特に高度の専門的な知識経験を有する者が 1 33.3% 航空安全管理監 1

 その知識経験を活用して従事する特に困難

 な職務

計 1

５号給  特に高度の専門的な知識経験を有する者が 1 33.3% 副局長 1

 その知識経験を活用して従事する特に困難

 な職務で重要なもの

 計 1

６号給  極めて高度の専門的な知識経験又は優れた 0 0.0%

 識見を有する者がその知識経験等を活用し

 て従事する特に困難な職務で重要なもの

計 0

７号給  極めて高度の専門的な知識経験又は優れた 0 0.0%

 識見を有する者がその知識経験等を活用し

 て従事する特に困難な職務で特に重要なも

 の

計 0

 合計 3 100%

(0) (0.0%)

（注）　特定任期付職員とは、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律第３条第１項の規定により

　　　採用された職員です。

合計 内訳
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② 水道事業会計職員の級別職員数の状況（令和８年４月１日現在）

行政職給料表

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  主事又は技師の職 6 10.0% 主事 2 7 11.7%

 務 技師 4 (1) 

計 6

２級  高度の知識経験を 1 1.7% 主任（再任用） 1

 必要とする業務を (1) 

 行う主事又は技師

 の職務

計 1

３級  主査若しくは技術 29 48.3% 主任 2 29 48.3%

 主査又は主任若し 主任技師 9

 くは主任技師の職 主査 2

 務 技術主査 16

計 29

４級  課長補佐若しくは 7 11.7% 技術課長補佐(再任用） 1 14 23.3%

 技術課長補佐又は (1) 係長 6 (1) 

 係長の職務

計 7

５級  困難な業務を行う 7 11.7% 課長補佐 1

 課長補佐又は技術 技術課長補佐 5

 課長補佐の職務 東部広域水道事務所課長（工務 1

管理課長に限る。）

 計 7

６級  本庁の課長の職務 9 15.0% 県営水道経営企画監 1 10 16.7%

県営水道災害対策監 1

東部広域水道事務所長 1

東部広域水道事務所副所長 2

東部広域水道事務所場長 3

東部広域水道事務所課長（工務 1

管理課長を除く。）

計 9

７級  困難な業務を行う 1 1.7% 課長 1

 本庁の課長の職務

計 1

８級  本庁の次長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

９級  本庁の部長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

 合計 60 100%

(2) (3.3%)

 
課
長
級

次
長
級

部
長
級

合計 内訳 職制上の段階
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③ 工業用水道事業会計職員の級別職員数の状況（令和８年４月１日現在）

行政職給料表

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  主事又は技師の職 1 50.0% 技師 1 2 100.0%

 務

計 1

２級  高度の知識経験を 1 50.0% 主事 1

 必要とする業務を

 行う主事又は技師

 の職務

計 1

３級  主査若しくは技術 0 0.0% 0 0.0%

 主査又は主任若し

 くは主任技師の職

 務

計 0

４級  課長補佐若しくは 0 0.0% 0 0.0%

 技術課長補佐又は

 係長の職務

計 0

５級  困難な業務を行う 0 0.0%

 課長補佐又は技術

 課長補佐の職務

 計 0

６級  本庁の課長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

７級  困難な業務を行う 0 0.0%

 本庁の課長の職務

計 0

８級  本庁の次長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

９級  本庁の部長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

 合計 2 100%

(0) (0.0%)

合計 内訳 職制上の段階

 
係
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④ 流域下水道事業会計職員の級別職員数の状況（令和８年４月１日現在）

行政職給料表

職務の級 級別標準職務表に

規定する標準的な 職員数 構成比 職　　　名 職員数 職員数 構成比 段階

職務 （人） （％） （人） （人） （％）

１級  主事又は技師の職 0 0.0% 0 0.0%

 務

計 0

２級  高度の知識経験を 0 0.0%

 必要とする業務を

 行う主事又は技師

 の職務

計 0

３級  主査若しくは技術 5 50.0% 主査 2 5 50.0%

 主査又は主任若し 技術主査 3

 くは主任技師の職

 務

計 5

４級  課長補佐若しくは 1 10.0% 技術課長補佐（再任用） 1 5 50.0%

 技術課長補佐又は (1) 

 係長の職務

計 1

５級  困難な業務を行う 4 40.0% 技術課長補佐 2

 課長補佐又は技術 流域浄水事務所課長 2

 課長補佐の職務

 計 4

６級  本庁の課長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

７級  困難な業務を行う 0 0.0%

 本庁の課長の職務

計 0

８級  本庁の次長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

９級  本庁の部長の職務 0 0.0% 0 0.0%

計 0

 合計 10 100%

(1) (10.0%)

部
長
級

合計 内訳 職制上の段階

 
係
員
級

 
係
長
級

 
課
長
補
佐
級

次
長
級

 
課
長
級
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⑤ 昇給の状況 

この表は、令和７年度の昇給について、昇給号給ごとの職員数を示しています。 

なお、令和７年度の昇給は、昇給号給数４号給を標準として行いました。 

 

（注）職員数は、令和８年１月１日現在の職員数です。 

 

（４） 職員の手当の状況 

① 期末手当・勤勉手当  

期末手当及び勤勉手当は、毎年６月と１２月に支給され、期末手当は在職期間に応じ、勤勉手当は勤務成績

に応じて支給されます。 

期末手当及び勤勉手当の平均支給額及び支給内容は、次のとおりです。 

 

    岐 阜 県 国 

１人当たり平均支給額（７年度） 

1,803千円 

－ 

 

（７年度支給割合） 

                   期末手当   勤勉手当 

 一般職員         2.525月分  2.125月分 

 管理・監督職員   2.125月分  2.525月分 

 再任用職員       1.425月分  1.025月分 

（７年度支給割合） 

                       期末手当  勤勉手当 

 一般職員             2.525月分  2.125月分 

 管理・監督職員       2.125月分  2.525月分 

 再任用職員           1.425月分  1.025月分 

（加算措置の状況） 

 役職加算   5%～20% 

 管理加算  15%、25% 

（加算措置の状況） 

 役職加算   5%～20% 

 管理加算  10%～25% 

（注）１ 管理・監督職員とは、部次長級の職員をいいます。 

          ２ 加算措置は、職制上の段階や職務の級等により基礎額に対し加算されます。 

合　　計

人

24,305

17,708

171

347

1,032

12,501

105

1,559

941

1,052

72.9

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
高 等 ( 専 修 )
学 校 教 育 職

小 ・ 中 学 校
教 育 職

警 察 職

７年度

職　　員　　数　(Ａ)

人 人 人 人 人

5,677 112 4,734 10,124 3,658

昇給に係る職員数　(Ｂ) 4,233 68 3,280 6,972 3,155

号給数別内訳

 1 号給 40 2 23 31

 3 号給 260 5 195

75

 2 号給 91 2 64 171 19

486 86

 4 号給 2,930 47 2,372 4,939 2,213

 5 号給 102 0 0 1 2

 6 号給 345 1 224 478 511

 7 号給 186 4 226 451 74

86.2

 8 号給 279 7 176 415 175

比率(Ｂ)／(Ａ)　　(％) 74.6 60.7 69.3 68.9
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② 退職手当（令和８年４月１日現在） 

退職手当は、退職時の給料月額に勤続期間及び退職理由に応じた支給率を乗じて計算された額に職責等に応

じた調整額を加算したものが支給されます。 

     退職手当の支給率及び１人当たりの平均支給額は、次のとおりです。 

岐  阜  県 

（支給率） 

勤 続 20 年 

勤続 25 年 

勤続 35 年 

最高限度額 

自己都合 

19.6695月分 

28.0395月分 

39.7575月分 

47.709月分 

定年・勧奨 

24.586875月分 

33.27075月分 

47.709月分 

47.709月分 

（その他の加算措置） 

 定年前早期退職特例措置（2～20％） 

 職責等に応じた調整額加算措置（月0～65,000円、60月分） 

（１人当たり平均支給額） 

自己都合：1,657千円 定年・勧奨：14,713千円 

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

③ 地域手当（令和８年４月１日現在） 

地域手当は、民間における地域の賃金等を考慮し、人事委員会規則で定める地域区分に応じ支給され、給料・

扶養手当・管理職手当の合計額に、勤務する地域区分の支給率を乗じた額を支給します。 

地域手当の支給実績、１人当たりの平均支給月額及び支給対象地域は、次のとおりです。 

支 給 実 績（８年４月）   122,639 千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（８年４月）        5,035 円 

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 国の制度（支給率） 

東京都特別区 27 人 20 ％ 20 ％ 

医師及び歯科医師 29 人 16 ％ 16 ％ 

横浜市、大阪市 2 人 16 ％ 16 ％ 

千葉市、名古屋市 3 人 12 ％ 13 ％ 

一宮市、小牧市 5 人 7 ％  8 ％ 

富山市、金沢市、長野市  3 人 3 ％  4 ％ 

岐阜市  7,671 人 1.8 ％  4 ％ 

岐阜市以外の県内市町村 16,618 人 1 ％  0 ％ 
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 ④ 特殊勤務手当（令和８年４月１日現在） 

特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な業務に従事したときに支給されます。 

       特殊勤務手当の支給実績等は、次のとおりです。 

支給実績（８年４月）    63,084 千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（８年４月）       7,857 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（８年４月）        32.9％ 

手当の種類（手当数）    28 種類 

 

⑤ 時間外勤務手当（令和８年４月１日現在） 

時間外勤務手当は、正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられ、現に勤務した職員に対して支給され

る手当です。 

時間外勤務手当は、正規の勤務時間外に勤務した全時間に対して、勤務１時間当たりの給与額に、２５％か

ら１７５％までの支給率を乗じた額を支給します。 

時間外勤務手当の支給実績等は、次のとおりです。 

支給実績（８年４月） 404,259 千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（８年４月） 58,699 円 

支給実績（７年４月） 425,113 千円 

支給職員１人当たり平均支給月額（７年４月） 62,142 円 

 

⑥ その他の手当（令和８年４月１日現在） 

上記以外の手当には、次のものがあります。 

手 当 名 内容及び支給単価 

国の制

度との

同異 

国の制度と異

なる内容 

扶養手当 

 

 

 

 

 扶養親族のある職員に対し支給 

   ・子は月額13,000円 

・その他の扶養親族は月額6,500円 

 ・16歳から22歳の子には5,000円加算 

 

同じ 

 

 

住居手当 

 

 

 

 

 

 ①借家・借間に係る手当 

  月額 12,000 円を超える家賃を負担している職員に対し家

賃相当額に応じ月額27,000円まで支給 

 ②単身赴任手当受給者の留守宅に係る手当 

  留守家族の居住する借家・借間の家賃を負担する職員  

  に対し①の1/2の額を支給 

異なる 

 

 

 

 

 

国支給額 

月額16,000円

を超える家賃

を負担してい

る職員に対し

月額28,000円

まで支給 

初任給調整手当 

 

 

 

 専門的知識を必要とする職員の採用を容易にするため新た

に採用された職員に支給 

 ①医師又は歯科医師の職である職員で、採用の日から 35 年

以内の期間にあるもの 

異なる 

 

 

 

獣医師に係

る手当につい

て、国は支給

なし 
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  ・勤務地域に応じて支給 

   １種 118,800円～371,300円 

   ２種  86,300円～310,800円 

   ３種  57,500円～253,100円 

   ４種  45,200円～186,000円（参考:岐阜市は２種） 

 ②獣医師の職である職員で、採用の日から 20 年以内の期間

にあるもの 

  上限55,000円 

 ③①、②に掲げる職以外の職のうち、特殊な専門的知識を必

要とし、かつ、採用による欠員の補充について特別の事情

があると認められる職員で、採用の日から５年以内の期間

にあるもの 

  上限2,500円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通勤手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通勤のために要する費用を直接負担している職員に対して

支給 

① 交通機関等利用者 

 運賃相当額に応じ月額150,000円まで 

 ② 自動車等使用者 

 ２㎞以上（片道）の使用者に対して距離に応じ月額 

 2,900円から月額62,700円まで 

③ 新幹線・高速道路等利用者 

  異動等により通勤困難となった職員に対して特急料金又

は高速料金の相当額を支給限度額の範囲内で加算 

 

異なる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車等使用

者の自動車等

の使用距離区

分（国は５㎞

ごと、岐阜

県は２㎞ごと）

及びその手当

額 

 

単身赴任手当 

 

 

 

 

 

 異動等に伴い住居を移転し、やむを得ず配偶者と別居するこ

ととなり、当該異動等直前の住居から通勤することが困難であ

るもののうち、単身で生活することを常況とする職員に支給 

・基礎額   30,000円 

・加算額  職員の住居と配偶者等の住居との交通距離   

が100㎞以上である職員に対して、交通距離の区

分に応じ加算 

 

同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理職手当 

 

 

 

 

 管理又は監督の地位にある職員に対し支給。本手当が支給

される職員には、時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤

務手当は支給されない。 

 ・給料表、級及び区分に応じた定額 

 行政職給料表 40,400円～128,900円 

 

同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特地勤務手当  生活の不便な地に所在する公署に勤務する職員に支給 

 ・(給料月額＋扶養手当の月額)×支給率(４～16％) 

同じ 
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へき地手当 

 

 へき地学校等に勤務する職員に支給 

 ・(給料月額＋扶養手当の月額)×支給率(４～16％) 

 

－ 

 

 

 

定時制通信教

育手当 

 

 定時制又は通信制課程を置く高等学校の教員に対し支給 

 ・給料月額×支給割合（５％、管理職については４％） 

 

－ 

 

 

 

 

 

産業教育手当 

 

 

 

 農業又は工業に関する課程を置く高等学校の教員で、実習

を伴う農業又は工業に関する科目を主として担任する職員に

支給 

 ・給料月額×支給率（３％～５％） 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

義務教育等教

員特別手当 

 

 

義務教育諸学校及び特別支援学校の小・中学部等に勤務す

る教育職員に支給 

 ・給料表、職務の級、号給等別に定められた額 

 （2,000円～8,000円） 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

農林漁業普及

指導手当 

 農林漁業の普及指導に従事する職員に支給 

 ・給料月額×８％ 

 

－ 

 

 

 

宿日直手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 正規の勤務時間が割り振られている時間以外の時間又は休

日等において、本来の勤務に従事しないで行う宿日直勤務に

対し支給 

 ①管理当直（庁舎、設備、備品、書類等の保全、外部との連

絡、文書の収受及び庁内の監視を目的とする勤務） 

  ・通常勤務１回につき 2,200円～4,700円 

 ②業務当直（学生等の生活指導又は生活の介助等のための当

直勤務等） 

  ・通常勤務１回につき 2,650円～7,700円 

 

同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

管理職員特別

勤務手当 

 

 

 

 管理職員が臨時又は緊急その他の必要により、週休日等又

は週休日等以外の日の午後10時から翌日の午前５時までの間

に勤務した場合に支給 

 ・週休日等 4,000円～12,000円／勤務１回 

 ・週休日等以外 2,000円～6,000円／勤務１回 

 

同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夜間勤務手当 

 

 

 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの

間に勤務した場合に、当該勤務した時間に対して支給 

 ・勤務１時間当たりの給与額×25％×勤務時間数 

同じ 

 

 

 

 

 

休日勤務手当 

 

 休日及び年末年始の休日の正規の勤務時間に勤務した職員

に対し支給 

同じ 
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  ・勤務１時間当たりの給与額×135％×勤務時間数 

 

  

寒冷地手当 

 

 

 一定の寒冷積雪の度合の厳しい地域に勤務する職員に対し

支給 

  ・8,200円～29,400円 

 

同じ 

 

 

 

 

 

災害派遣手当

等 

 

 

 災害対策基本法に規定する応急対策又は災害復旧のために

県に派遣された者が、住所又は居所を離れて県の区域に滞在

することを要する場合等に支給 

  ・期間中１日につき 3,970円～6,620円 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 特別職の報酬等の状況（令和８年４月１日現在） 

  知事等の特別職の報酬等については、次のとおりです。 

区    分 給  料  月  額  等 

給 

料 

知       事 

副    知    事 

1,340,000円 

1,060,000円 

報 

酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

1,020,000円 

920,000円 

850,000円 

期 

末 

手 

当 

知       事 

副    知    事 

      （８年度支給割合） 

4.4月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

      （８年度支給割合） 

4.4月分 

 

退 

職 

手 

当 

 

知      事 

副    知    事 

 

（算定方式） 

  給料月額×在職月数×100分の58 

  給料月額×在職月数×100分の41 

 

（支給時期） 

任期ごと 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

令和８年４月１日現在における職員（看護師等の交替制勤務職員、学校教員、警察官等を除く一

般の事務職員）の勤務時間その他の勤務条件の概要です。 

 

(１) 勤務時間  

① 週休日及び勤務時間の割振り 

ア 勤務時間 

１週間当たり（週平均）38 時間 45 分、１日につき７時間 45 分 

８時 30 分～17 時 15 分 

イ 休憩時間 

12 時 00 分～13 時 00 分 

※休憩時間は、職務専念義務から完全に解放される自由な時間で、その間の給与は支給されません。 

ウ 週休日 

日曜日及び土曜日 

※週休日とは、勤務時間を割り振らない日をいいます。 

② 休日 

「国民の祝日に関する法律」に規定する休日及び年末年始の休日（12 月 29 日から 12 月

31 日までの日、１月２日及び１月３日） 

※休日とは、正規の勤務時間が割り振られているが、原則職務専念義務が免除される日をいいます。 

③  育児短時間勤務 

ア 意義及び性格 

育児を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にするための環境整備を図るた

め、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する一般職の職員(非常勤職員等は対象とな

らない。)が、ウの勤務形態により勤務することが認められる制度です。給料は、勤務時間

に応じて減額されます。 

イ 取得可能期間 

育児短時間勤務により養育しようとする子が小学校就学の始期に達するまで 

ウ 勤務形態（４種類） 

・月～金に各３時間 55 分（週 19 時間 35 分） 

・月～金に各４時間 55 分（週 24 時間 35 分） 

・月～金のうちの３日を各７時間 45 分（週 23 時間 15 分） 

・月～金のうちの２日を各７時間 45 分＋１日を３時間 55 分（週 19 時間 25 分） 

 

(２) 休暇 

① 休暇の種類 

休暇には、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇があります。 

② 年次休暇 

ア 意義及び性格 

利用目的のいかんにかかわらず保障される有給休暇 

イ 付与日数 

１年（１暦年）ごとに 20 日（20 日を超えない範囲内の残日数を翌年に繰り越し可） 

※年の中途における新規採用職員等の付与日数は、その年の在職期間に応じて定められます。 
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③ 病気休暇 

ア 意義及び性格 

負傷又は疾病のために勤務できない職員に対し、医師の証明書等に基づき、治療に専念

させる目的で勤務しないことが相当と認められる場合の有給休暇 

イ 付与期間 

○公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病の場合 

その療養に必要と認められる期間 

○結核性疾患の場合 

１年の範囲内においてその療養に必要と認められる期間 

○妊娠に起因する疾病の場合 

６月の範囲内においてその療養に必要と認められる期間 

○上記以外の負傷又は疾病の場合 

90 日の範囲内においてその療養に必要と認められる期間 

④ 特別休暇 

ア 意義及び性格 

職員が私生活上ないし社会生活上の事由により勤務しないことが道義上、社会慣習上真

にやむを得ないと認められる場合の有給休暇 

イ 代表的な特別休暇と付与期間 

○結婚の場合     ７日以内 

○出産の場合     産前８週間（多胎妊娠の場合は 14 週間）・産後８週間以内 

○親族の死亡の場合  配偶者：10 日以内、父母：７日以内、子：７日以内 等 

○夏季休暇      ６月から 10 月までの間に原則連続する６日（１日ごとに分割取 

           得も可） 

○骨髄提供の場合   その都度必要と認める日又は時間 

○ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ参加の場合  １年に５日以内 

○官公署へ出頭の場合 その都度必要と認める時間 

⑤ 介護休暇 

ア 意義及び性格 

負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある配

偶者、父母、子等の介護をするため、勤務しないことが相当と認められる場合の無給休暇 

イ 付与期間 

通算して６月の期間内において必要と認められる期間 

 ⑥ 介護時間 

ア 意義及び性格 

要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、連続する３年の期間内において１日の一部につき勤務しないことが相当であると

認められる無給休暇 

イ 付与期間 

連続する３年の期間内において、１日つき２時間を超えない範囲内 

⑦ 組合休暇 

ア 意義及び性格 

職員団体の執行機関、議決機関等の構成員として当該機関の業務に従事する場合の無給

休暇 

イ 付与期間 

１年に 30 日以内 
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５ 職員の休業の状況 

令和８年４月１日現在における職員の休業制度の概要及び取得状況です。 

 

(１) 育児休業の概要 

① 育児休業 

ア 意義及び性格  

３歳に満たない子を養育する職員に対し、その身分を保有したまま、職務に従事せず育

児に専念できる制度です。給料は支給されません。 

イ 取得可能期間 

当該育児休業に係る子が３歳に達する日まで 

② 部分休業 

ア 意義及び性格  

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員に対し、１日の勤務時間の一部を勤

務しないことを認めることにより、仕事と育児の両立を図る制度です。休業時間中、給料

は支給されません。 

イ 取得可能期間及び時間 

期間：部分休業により養育しようとする子が小学校就学の始期に達するまで 

時間：あらかじめ以下のいずれかの形態で取得するかを申し出て、選択した形態の範囲

内で取得 

①１日つき２時間の範囲内、②１年につき７７時間３０分の範囲内 

 

(２) 修学部分休業の概要 

ア 意義及び性格  

大学等での修学のため、公務の運営に支障がなく、職員の公務に関する能力の向上に資す

る場合に認められる制度です。休業中、給料は支給されません。 

イ 取得可能期間及び時間 

期間：２年を超えない期間 

時間：１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で必要とされる時間 

 

(３) 自己啓発等休業の概要 

ア 意義及び性格  

大学等課程の履修又は国際貢献活動のため、公務の運営に支障がなく、職員の公務に関す

る能力の向上に資する場合に認められる制度です。給料は支給されません。 

イ 取得可能期間   

大学等課程の履修の場合は、２年（特に必要な場合は３年）を超えない期間 

 国際貢献活動の場合は、３年を超えない期間 

 

(４) 配偶者同行休業の概要 

ア 意義及び性格  

外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共にするため、公務の運営に支障がなく、

職務に復帰後一定期間在職することが見込まれ、かつ、継続して勤務する意思がある場合に

認められる制度です。給料は支給されません。 
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イ 取得可能期間   

３年を超えない期間 

 

(５) 休業の取得状況（令和７年度中の新規取得者数） 

       （単位：人) 

区  分 

育児 

休業 

育児部分 

休業 

修学部分 

休業 

自己啓発等 

休業 

配偶者同行

休業 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

知事部局 104 58 7 32 0 0 1 0 0 1 

議会事務局 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 

選挙管理委

員会 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

教育委員会 162 390 9 121 0 0 3 0 0 2 

監査委員事

務局 

0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

警察本部 158 49 0 17 0 0 0 0 0 0 

人事委員会

事務局 

0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

国際園芸ア

カデミー 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

森林文化ア

カデミー 

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合  計 427 500 16 171 0 0 4 0 0 3 
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６ 分限処分及び懲戒処分の状況 

 令和７年４月から令和８年３月までの間に、分限処分及び懲戒処分を受けた職員数、処分の

内容等の状況です。 

  

（１） 分限処分 

 ① 処分事由別分限処分者数                                         （単位：人） 

区   分 降 任 免 職 休 職 降 給 合  計 失 職 

勤務実績が良くない場合 (地方公

務員法(以下｢法｣)第28条第1項第1号) 

 

 

     

心身の故障の場合           

(法第28条第1項第2号及び第2項第1号) 

  

 

516  516  

職に必要な適格性を欠く場合 

(法第28条第1項第3号) 

 

 

     

職制等の改廃等により過員等を生

じた場合  (法第28条第1項第4号) 

      

刑事事件に関し起訴された場合 

(法第28条第2項第2号) 

      

条例に定める事由による場合 

(法第27条第2項) 

      

合   計   516  516  

法第28条第4項により失職した者       

 

 ② 休職者数                                                        （単位：人） 

区   分 当該年度中に新たな処分又は期間更新が

行われ､休職状態にあった者の実数 

当該年度前に処分を受け､当該年度に引

き続き休職状態にあった者の実数 

合 計 

心身の故障の場合 

(法第28条第2項第1号) 

222 7 229 

刑事事件に関し起訴された場合 

(法第28条第2項第2号) 

 1 1 

条例で定める事由による場合 

(法第27条第2項) 

   

合  計 222 8 230 
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(２) 懲戒処分 

 ① 処分事由別懲戒処分者数                                           （単位：人） 

区   分 戒 告 減 給 停 職 免 職 合  計 訓告等 

法令に違反した場合 

(法第29条第1項第1号) 

 1 1 1 3 36 

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合(法第29条第1項第2号) 

4 2 2 3 11 77 

全体の奉仕者にふさわしくない非

行のあった場合 

(法第29条第1項第3号) 

1 2  4 7 93 

合       計 5 5 3 8 21 206 

 

 ② 行為別懲戒処分者数                                               （単位：人） 

区   分 戒 告 減 給 停 職 免 職 合  計 訓告等 

給与・任用関係    

 

   

一般服務違反関係 4 3 2 3 12 49 

 

一般非行関係 1 2 1 2 6 4 

 

収賄等関係       

 

道交法違反    3 3 94 

 

管理・監督責任      59 

 

合   計 5 5 3 8 21 206 

 ※ 知事部局、教育委員会、公安委員会等を合わせて集計しています。 

  ※ 同一の者が複数回にわたって分限処分又は懲戒処分に付された場合は、その数を重複して

集計しています。 

 ※ 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度新たな処分が行われたも

のとみなして集計しています。 
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７ 職員の服務の状況 

 職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、

全力を挙げてこれに専念しなければならないこととされています。この趣旨を具体的に実現

するため、地方公務員法や教育公務員特例法によって、法令等及び上司の職務上の命令に従

う義務、信用失墜行為の禁止、職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治

的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業への従事等の制限など、民間企業の労働者とは

異なる服務上の強い制約が課されています。 

 これらの服務規律を保持するため、懲戒制度が設けられており、その懲戒処分の状況は、

「６ 分限処分及び懲戒処分の状況」のとおりです。 

 また、市町村立学校に勤務する教職員（県費負担教職員）については、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律により、市町村教育委員会がその服務を監督すると定められていま

す。 

 さらに、岐阜県職員服務規程、岐阜県職員倫理規程及び岐阜県職員倫理憲章を制定し、職

員が常に認識しておかなければならない基本的な心構えや職員が遵守すべき倫理行動基準を

定めるとともに、職員の職務に利害関係がある事業者及び個人との接触に当たっての禁止事

項等を定めています。 

 なお、教育委員会及び警察本部においても同様の規程を制定しています。  

 

 

 

 

８ 退職管理の状況 

 平成 28 年４月１日の改正地方公務員法等の施行により、営利企業等に再就職した元職員に

対し、在職中のポストや職務内容に応じて、離職前の職務に関し、現職職員への働きかけが

禁止されるなど、退職管理の適正化が図られることとなり、岐阜県においてもこれを円滑に

実施するため、次の措置を講じています。 

 

 ○再就職情報の届出 

   管理又は監督の地位にあった元職員が、離職後５年間、営利企業等に再就職した場合

は、任命権者等に再就職情報を届け出なければならないと定めています。（岐阜県職員

の退職管理に関する条例第３条） 

   なお、職員の再就職の状況については、県公式ホームページで公表しています。 
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９ 研修の状況 

（１）各任命権者の機関別の研修の概要 

令和７年度の各任命権者の機関別の研修の概要は、次のとおりです。 

①   知事部局、議会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、国際園芸アカデミー及び

森林文化アカデミー 

○職員研修所研修 

 職員研修機関である職員研修所が実施する幅広い研修 

○所属機関研修 

職務研修 

 全庁で実施される業務に関連した高度で専門的な知識・技能の習得や効率的・能

率的な業務処理の向上等を図るために、全庁の担当職員等を対象に担当部局が実施

する研修 

 部局研修 

 部局における業務に関連した高度で専門的な知識・技能の習得や、効率的・能率

的な業務処理の向上等を図るために、各部局内の担当職員等を対象に実施する研修 

 職場研修 

 各職場における業務の遂行過程を通して、職務上必要な知識、技能等の習得や県

職員としての資質形成等を図るために、職員が勤務している職場内において実施す

る研修 

○派遣研修 

国、民間企業、大学院、海外等に派遣して、幅広い能力開発を図るための研修 

② 教育委員会 

○総合教育センター研修 

 教職員研修機関である総合教育センターが実施する、経験や職務に応じた研修及び

資質や専門性向上のための選択研修 

○派遣研修 

 独立行政法人教職員支援機構、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所、大学、

民間企業、海外の教育機関等に派遣して、資質や専門性の向上を図る研修 

○校内研修 

 各学校の管理職や研修主事が中心となり、自校の課題やニーズを基に研修計画を作

成して実施する研修 

③ 警察本部 

○学校教養 

 岐阜県警察学校、管区警察学校、警察大学校その他の教育機関において行う教養訓

練 

○職場教養 

 警察職員が職務を執行しながら修得すべき内容について、日常的に職場において行

う教養訓練 
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（２）研修・教育機関における研修の実施状況 

令和７年度の研修・教育機関における研修の実施状況は、次のとおりです。 

岐阜県職員研修所 

課程 講座数 修了者数（人） 

指定研修（各階層への昇任時に実施する研修等） 14 3,014 

選択研修（職員の能力向上を目指した研修等） 55 3,991 

キャリア形成研修（職員のキャリア形成意識醸成の

ための研修） 
2 130 

岐阜県総合教育センター 

課程 講座数 修了者数（人） 

経験年数に応じた講座 39 1,614 

職務に応じた講座 28 4,175 

専門研修（重点講話、スクールリーダーアラカルト

研修、学習指導、生徒指導、特別支援教育、経営・

分掌、教育の情報化、スキル向上、育児休業復帰支

援、大学や文化・科学施設との連携研修） 

178 8,761 

岐阜県警察学校等 

実施機関 課程 修了者数（人） 

岐阜県警察学校 初任科 123 

初任補修科 116 

巡査部長任用科 4 

警部補任用科 4 

部門別任用科 69 

専科 367 

一般職員初任科 24 

中部管区警察学校 巡査部長任用科 47 

警部補任用科 37 

専科 24 

主任任用科 10 

係長任用科 19 

他管区警察学校 専科 27 

警察大学校 警部任用科 17 

専科 34 

指定職種任用科 8 

教官養成科 2 

術科指導者養成科 1 
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研究科 3 

警察運営科 12 

課長補佐任用科 5 

特別捜査幹部研修所 
特別捜査幹部科 1 

捜査幹部養成科 1 

国際警察センター 
捜査実務研修科 2 

語学研修科 7 

財務捜査研修センター 2 

取調べ技術総合研究・研修センター 0 

サイバーセキュリティ研究・研修センター 0 

情報通信学校 5 
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１０ 福祉及び利益の保護の状況 

(１) 公務災害の認定状況（認定件数） 

公務に起因する災害及び通勤災害について、令和７年度において以下のとおり認定しま

した。 

なお、補償は、職員については地方公務員災害補償基金が行い、条例職員（県議会議員、

その他の非常勤職員）については、県が行っています。 

                          （単位：件） 

区     分 職  員 条例職員 

知事部局 27 1 

議会事務局 0 0 

選挙管理委員会事務局 0 0 

教育委員会 198 0 

監査委員事務局 0 0 

警察本部 115 2 

人事委員会事務局 0 0 

国際園芸アカデミー 0 0 

森林文化アカデミー 0 0 

合     計 340 3 

 

 

(２) 健康管理事業の実施状況（受診者数） 

労働安全衛生法に基づき職員の定期健康診断を実施するとともに、労働安全衛生法にお

ける特殊業務（有害要因を取り扱う業務等）に従事する職員に対して所定の健康診断を実

施しました。 

なお、平成５年度から30歳以上の希望職員に対して、また、平成22年度からは30歳代偶

数年齢及び40歳以上の希望職員に対して、人間ドックを定期健康診断に位置づけて実施し

ています。 

                               （単位：人） 

区     分 一般定期健康診断 人間ドック 特殊健康診断 

知事部局 1,424 3,028 613 

議会事務局 11 16 0 

選挙管理委員会事務局 3 1 0 

教育委員会 1,601 3,748 0 

監査委員事務局 6 14 0 

警察本部 1,569 2,467 338 

人事委員会事務局 5 8 0 

国際園芸アカデミー 4 19 2 

森林文化アカデミー 15 30 0 

合     計 4,638 9,331 953 
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(３) 恩給及び退隠料支出の状況 

   昭和37年の共済組合制度発足前に退職した職員及び遺族に対して、恩給（国任命職員）

及び退隠料（県任命職員）を支給しました。 

                                   （単位：人） 

区     分 恩給 
恩給 

扶助料 
退隠料 

退隠料 

遺族扶助料 

知事部局 0 3 0 3 

教育委員会 3 10 0 0 

警察本部 0 12 0 0 

合     計 3 25 0 3 

 

(４) 利益の保護の状況 

職員の利益については、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分についての不服

申立、審査請求制度によって保護されています。 

① 勤務条件に関する措置の要求 

勤務条件に関する措置の要求制度は、職員が、勤務条件の改善を図るため、適当な措置

が執られるよう、人事委員会に対して要求できる制度です。 

   なお、実際に職員から措置要求があった場合、人事委員会はその内容を審査し、必要な

勧告を行うほか、あっせん等により問題の解決を図ります。 

② 不利益処分に関する不服申立て、審査請求 

不利益処分に関する不服申立、審査請求制度は、職員が懲戒その他その意に反する不利

益な処分を受けた場合に、人事委員会に対してその処分の是正を要求できる制度です。 

なお、実際に職員から不服申立て、審査請求があった場合、人事委員会は、その内容を

審査し、処分の修正若しくは取消し又は承認を行います。 
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二 人事委員会の業務の状況 

１ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

 

（１）職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告（令和７年10月） 
 

 ① 給与勧告の概要 

○月例給、特別給（ボーナス）ともに引上げ 

・職員の給与が民間従業員の給与を下回る較差（10,988円 2.91％）を解消するため、

若年層に重点を置きつつ、中堅層以上の職員については昨年の改定率を上回る引上

げ改定 

・特別給（現行4.60月分）は、民間のボーナス（4.66月）を下回るため、0.05月分 

引上げ改定 

   

 ② 令和７年４月公民較差に基づく改定  

＜民間給与との比較＞ 

 月例給 

職員給与（行政職）は、民間給与を１人当たり平均10,988円（2.91％）下回ってい

た。 

      ＜調査結果＞ 

民間の給与(A) 職員の給与(B) 較差(A)-(B) 

388,336円 377,348円 10,988円（2.91％） 

 

 特別給 

職員の期末・勤勉手当（ボーナス）の支給月数（年間4.60月）は、民間のボーナ

ス支給月数（年間4.66月）を0.06月分下回っていた。 

       ＜調査結果＞ 

民間の支給割合(A) 職員の支給割合(B) 較差(A)-(B) 

4.66月 4.60月 0.06月 

 

  ＜職員の給与の改定＞ 

 給料表 

国家公務員の俸給表の改定を参考に、若年層に重点を置きつつ、中堅層以上の職

員については昨年の改定率を上回る引上げ改定 

 

諸手当 

期末手当・勤勉手当 

     ・民間の支給割合に見合うよう引上げ。引上げ分は期末手当及び勤勉手当に均等

に配分 

初任給調整手当（医師等） 

 ・国家公務員の改定状況に準じて引上げ改定  

通勤手当（自動車等使用者） 

     ・新たな距離区分の創設（現行：上限「70km以上 39,900円」から、改定後：上

限「100km以上 62,700円」） 

     ・現行の中長距離区分の手当額の見直し 200円～7,300円までの幅で引上げ 等 
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宿日直手当 

     ・国家公務員の改定状況に準じて引上げ改定 

特地勤務手当等 

     ・特地勤務手当及びへき地手当と他の手当との減額調整の廃止 

     ・準ずる手当の支給対象の拡大 等 

 

［実施時期］ 月例給 令和７年４月１日 

特別給 令和７年12月１日 

諸手当 令和７年４月１日 

（通勤手当の新たな距離区分の創設については令和８年４月１日） 

 

 

（２）公務運営の改善等に関する報告（令和７年10月） 
 

① 人材の確保と活用 

・多彩で有為な人材の確保 

・人材の育成 

・能力・実績に基づく人事管理の推進 

② 勤務環境の整備 

・長時間労働の是正 

・職員の健康管理 

・誰もが働きやすい職場環境づくり 

・ハラスメント防止対策 

③ ワーク・ライフ・バランスの推進 

  ・多様な働き方の推進 

  ・子育て、介護等の家庭生活と仕事の両立支援 

④ 公務員倫理の確立等 
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２　職員の競争試験及び選考の状況

（１）競争試験の状況（令和７年度） (単位：人）

実施日 候補者名簿  職   種 採用見込 採用 競争率

(2次試験) 確定日 者数 計画数 (A/B)

6/15(7/7～7/10) 7/25 行　政　Ⅰ 265 111 90 79 56 56 45人程度 45 2.0

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 行　政　Ⅱ 526 436 150 91 28 28 10人程度 10 15.6

6/15(7/7～7/10) 7/25 警察行政 51 35 29 28 14 14 10人程度 10 2.5

6/15(6/17～6/20) 7/7 福　祉　Ⅰ 14 6 6 1 1 10人程度 7 6.0

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 福　祉　Ⅱ 29 29 23 20 10 10 5人程度 5 2.9

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 福　祉　Ⅲ 27 25 22 16 6 6 5人程度 4 4.2

6/15(6/17～6/20) 7/7 心　理　Ⅰ 14 5 5 3 3 5人程度 4 1.7

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 心　理　Ⅱ 29 27 23 21 6 6 5人程度 3 4.5

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 心　理　Ⅲ 33 28 26 23 5 5 5人程度 4 5.6

6/15(6/17～6/20) 7/7 農　学　Ⅰ 16 4 4 3 3 若干人 2 1.3

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 農　学　Ⅱ 39 36 36 27 13 13 10人程度 8 2.8

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 農　学　Ⅲ 39 35 33 24 10 10 5人程度 4 3.5

6/15(6/17～6/20) 7/7 農業土木Ⅰ 9 0 若干人 1 -

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 農業土木Ⅱ 17 17 14 13 9 9 10人程度 10 1.9

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 農業土木Ⅲ 10 7 7 5 3 3 5人程度 3 2.3

6/15(6/17～6/20) 7/7 畜　産　Ⅰ 5 0 若干人 1 -

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 畜　産　Ⅱ 6 5 5 4 3 3 5人程度 5 1.7

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 畜　産　Ⅲ 12 11 10 9 6 6 5人程度 3 1.8

6/15(6/17～6/20) 7/7 水　産　Ⅰ 3 1 1 1 1 若干人 1 1.0

6/15(6/17～6/20) 7/7 森林科学Ⅰ 8 1 1 1 1 若干人 2 1.0

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 森林科学Ⅱ 20 20 19 12 9 9 10人程度 6 2.2

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 森林科学Ⅲ 15 12 12 11 8 8 5人程度 6 1.5

6/15(6/17～6/20) 7/7 土　木　Ⅰ 13 3 3 3 3 10人程度 3 1.0

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 土　木　Ⅱ 49 42 40 32 22 22 20人程度 13 1.9

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 土　木　Ⅲ 40 38 36 31 23 23 20人程度 15 1.7

6/15(6/17～6/20) 7/7 建　築　Ⅰ 1 0 若干人 1 -

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 建　築　Ⅱ 14 12 12 7 3 3 5人程度 1 4.0

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 建　築　Ⅲ 8 7 6 2 1 1 若干人 1 7.0

6/15(6/17～6/20) 7/7 電　気　Ⅰ 4 1 1 0 0 若干人 3 -

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 電　気　Ⅱ 6 4 4 3 2 2 5人程度 4 2.0

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 電　気　Ⅲ 12 8 8 7 5 5 若干人 4 1.6

6/15(6/17～6/20) 7/7 警察機械　Ⅰ 0 若干人 1 -

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 機　械　Ⅱ 6 3 3 2 1 1 若干人 1 3.0

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 機　械　Ⅲ 2 2 2 1 0 0 若干人 1 -

6/15(6/17～6/20) 7/7 化　学　Ⅰ 4 1 1 1 1 若干人 1 1.0

(35種類) 計 1,346 972 610 490 256 256 - 193 3.8

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 生物工学 若干人 1 5.5

6/15(-) - 化学 若干人 1 -

(2種類) 計 - 2 6.0

6/15(6/17～6/20) 7/7 薬  剤　師　Ⅰ 6 2 2 2 2 若干人 1 1.0

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 薬  剤　師　Ⅱ 13 11 10 8 5 5 5人程度 5 2.2

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 薬  剤　師　Ⅲ 7 7 6 5 2 2 若干人 2 3.5

6/15(6/17～6/20) 7/7 保　健　師　Ⅰ 3 0 若干人 2 -

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 保　健　師　Ⅱ 26 24 24 20 8 8 5人程度 3 3.0

4/2～4/18(5/2～5/15） 6/3 臨床検査技師ＡⅡ 6 6 5 5 1 1 若干人 1 6.0

10/27～11/16(12/1～12/5） 12/22 臨床検査技師ＡⅢ 4 4 4 4 1 1 若干人 1 4.0

6/15(6/17～6/20) 7/7 管理栄養士　Ⅰ 9 5 5 3 3 若干人 2 1.7

6/15(6/17～6/20) 7/7 精神保健福祉士　Ⅰ 2 2 2 2 2 若干人 1 1.0

9/28（10/14～10/16） 10/28 司　　　　書 52 39 7 6 1 1 若干人 1 39.0

(10種類) 計 128 100 56 57 25 25 - 19 4.0

事　務　A 8 1.8

事務B （東濃） 3.0

事務B （飛騨） -

警察事務 10人程度 10 2.6

農　　　業 若干人 2 1.5

林　　　業 若干人 2 2.5

土　　　木 10人程度 7 1.1

農業土木 5人程度 6 1.2

畜　　産 若干人 1 -

警察電気 若干人 1 1.0

(10種類) 計 - 39 1.9

5 2

9/28（10/14～10/16）

9/28（9/24）

10/28

10/6

12 11

1 1

13 12

0

30 16 16

8 8

10 8

5

- - -

- -

50 42 34

5 2

10 9 9

2 2

-

申込者数 受験者数 第１次 第２次 第２次 最終合格者数

(A) 合格者数 受験者数 合格者数 (B)

大
学
卒
程
度

- - - -

- - - -

- - - -

- -

資
格
免
許
職

- -

10 8

1 1

3

6 6

1 1 1
2

短
大
・
高
校
卒

31 27

233 10人程度

21 15 15

1 1 - - -

6 4 4

6 6 6 5

5

0 - - - -

1 1 1

100 57 79 52 52113

修
士

2 2
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実施日 候補者名簿  職   種 採用見込 採用 競争率

(2次試験) 確定日 者数 計画数 (A/B)

警察官ＡⅡ(男性) 35人程度 31 2.1

警察官ＡⅡ(女性） 10人程度 6 1.6

警察官ＡⅡ(情報技術） 若干人 1 -

警察官Ｂ(男性) 5人程度 8 3.1

警察官Ｂ(女性) 5人程度 5 2.1

警察官ＡⅡ(男性) 5人程度 5 3.0

警察官ＡⅡ(女性） 5人程度 3 1.5

警察官Ｂ(男性) 35人程度 31 2.6

警察官Ｂ(女性) 10人程度 10 2.7

警察官Ｂ(情報技術) 若干人 1 3.0

(10種類) 計 - 101 2.4

6/15(7/7～7/10) 7/25  大学卒程度 10人程度 6 1.7

短大・高校卒程度 若干人 2 4.0

社会人経験者 若干人 3 20.7

(3種類) 計 - 11 7.0

11/2(11/20) 11/28 行　　　政 5人程度 4 5.0

- - 事　    務 5人程度 3 -

11/2(11/20) - 小中等事務 若干人 1 -

(3種類) 計 - 8 7.0

合　　　計 (73種類) 2,267 1,604 1,075 938 486 486 - 373 3.3

30 17 16 13 8 8

61 3234 28

申込者数 受験者数 第１次 第２次 第２次 最終合格者数

(A) 合格者数 受験者数 合格者数 (B)

警
察
官

136 92 87

38 29 28 23 18 18

43

11

2 2 2 0 0

11

43

65 24 21 18 8 8

5

9/21（10/15～11/6)

10 3 3 3

11/28

5/11（6/3～6/16) 7/7

80

2 2

138 82 75 65 31 31

57 43 40 36 16 16

5 3 3 2 1 1

545 329 307 270 138 138

小
中
学
校
等
事
務

14 10 9 8 6

3

31 30 12

6

9/28（10/14～10/16） 10/28
14 12 8 8

87 62 14 14 3 3

12

3

障
が
い
者
対
象

5 5 3 3 1

-

115 84

1

0 - - - -

2 2 1 1 0 0

7 7 4 4 1 1
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（２）採用選考の状況（令和７年度） 

（単位：人） 

          任命権者 

 職又は職種 
知  事 教育委員会 警察本部長 計 

部 長 相 当 職    1  1 

次 長 相 当 職      

課 長 相 当 職  3 [14] 1   [30]   4  [44] 

課 長 補 佐 相 当 職  2 [18]     [27]   2  [45] 

主 査 相 当 職 23 [19]     [ 8]   2 25  [27] 

主 任 相 当 職 19 [17]     [ 6]     19  [23] 

主事・技師（７条５の２号、８号及び９号以外）  2  [19]           2  [19] 

保 育 士             

職 業 訓 練 指 導 員         

獣 医 師          

ヘ リ コ プ タ ー 整 備 士     1  1 

史 学       

試 験 研 究  4     4  

鑑 定 業 務 に 従 事 す る 職       

実 科 指 導 員    2  2 

サ イ バ ー 犯 罪 捜 査 官      

学 芸 員       

術 科 指 導 員        

任 用 替 え     

警 視    3  3 

警 部   14 14 

警 部 補    6  6 

巡 査 部 長    3  3 

巡 査    1  1   

計 53  [87]  1  [71] 33  [ 0] 87 [158] 

    （注）この表には、職員の任用に関する規則第47条の規定に基づき任命権者へ選考の権限を委任 
    したものは含まれておりません。 
     [ ]内の数字は、異種の職への異動で外数です。 

 

（３）昇任選考の状況（令和７年度） 

  （単位：人） 

          任命権者 

 職又は職種 
知  事 教育委員会 警察本部長 計 

部 長 相 当 職  9   9 

次 長 相 当 職 19 2 1 22 

課 長 相 当 職 91 3 3 97 

課 長 補 佐 相 当 職     

主 査 相 当 職     

主 任 相 当 職     

主 事 相 当 職     

警 視   15 15 

警 部     

警 部 補     

計 119 5 19 143 

    （注）この表には、職員の任用に関する規則第47条の規定に基づき任命権者へ選考の権限を委任 
    したものは含まれておりません。 
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３ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

                                  （単位：件） 

 
令和６年度末の 
係 属 件 数 

令和７年度中の 
新 規 要 求 件 数 

令和７年度中の 
処 理 件 数 

令和８年度への 
繰 越 件 数 

措置要求               2               1               2               1 

 

 

４ 不利益処分についての不服申立て、審査請求の状況 

 

                                  （単位：件） 

 
令和６年度末の 
係 属 件 数 

令和７年度中の 
新 規 請 求 件 数 

令和７年度中の 
処 理 件 数 

令和８年度への 
繰 越 件 数 

不服申立て、 
審 査 請 求           1,912           ０           1           1,911 
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